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はじめに
　2011年 3月 11日、日本を東北地方太平洋沖地震が襲った。世界最大級の地震と言わ
れ、厖大な数の死傷者を出した。亡くなられた方々には、心から哀悼の意を表したい。ま
た、被災の大きさ凄まじさには言葉を失う。避難者は 26万人を超えた。彼らは津波で家
が流され、十分な食糧も得られず、生活必需品にも事欠く苛酷な避難生活を余儀なくされ
た。
　一方、世界にも、住居がなく、食糧がなく、飢餓状態で生活する貧困層が存在する。誠
に失礼な比較だが、震災の避難者も、貧困層も、住居・食糧が欠如している点では共通し
ている。では震災の避難者も貧困層と同様に貧困状態にあると言えるだろうか。答えは否
である。震災の避難者は、事態が収拾し、機会があれば住居や食糧を再び得て、労働に従
事し、現状を改善する能力と、その実現を可能にする環境がある。その環境の充実のため
に、わたしたちもできることがあれば、直接・間接、なんでも支援・協力したい気持ちで
いっぱいである。
　しかし、世界に存在する貧困層は、貧困状態を改善する技術も能力もないまま今の生活
を続けるしか選択肢がないのがおおよその現実である。こうした慢性的な貧困状態を解消
するには、確実に何かを変えねばなるまい。なぜ、このような違いが生まれたのか。貧困
削減のためには、今何に着手すべきか。本論文では、貧困の現状、歴史、貧困への取組を
整理し、貧困削減に向けて今着手すべきことを考察する。
早稲田社会科学総合研究　別冊「2010年度 学生論文集」
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1.　第三世界における貧困の現状
　（1）　『ダーウィンの悪夢』タンザニアの現状
　「一匹の魚による負のグローバル化」は、タンザニアに慢性的な貧困をもたらした。現
在タンザニアのムワンザでは産業のほとんどをヨーロッパへのナイルパーチの輸出に依存
している。人びとは、ビクトリア湖でナイルパーチを採り、魚加工工場へ運び、売却す
る。工場で加工されたナイルパーチは、すべて、飛行機に積まれてヨーロッパに輸出さ
れ、現地の人びとのもとには加工後に廃棄される魚の骨だけが残る。
　タンザニアに巨額の利益を生んだとされるこの魚は、そもそもビクトリア湖の在来種で
はない。1960年代以前ビクトリア湖には数多くの在来種が存在したが、あるヨーロッパ
人によって無神経に放流された肉食魚がそのほとんどを絶滅させ、代わりに、タンザニア
に大きな産業をもたらした。その頃から人びとの暮らしはヨーロッパへの輸出産業中心の
生活に変化した。得られる賃金は 1日 1ドルにも満たないが、それ以外に現金を得る手段
もなく、かつての農作地ももはや使い物にならない。タンザニア政府は「国内に物資は十
分にある」というが、それを買うお金を持つ者はほとんどいない。
　労働に見合った報酬をもらえない男達は、貧困状態の中で生きていくために武器を持
つ。武器はヨーロッパからの輸入品であるという。女達は現金を得るために売春をする。
それが HIVの蔓延をもたらす。子どもたちは空腹を紛らわすために麻薬を吸う。教育を
受けているものはほとんどおらず、皆働ける年になるとビクトリア湖でナイルパーチを採
る。これが、映画『ダーウィンの悪夢』によって明らかにされた現実である。
　第三世界と呼ばれる国ぐにの多くは、本質的には『ダーウィンの悪夢』で描かれたのと
同じような構造の中で貧困に苦しんでいる。世界規模のグローバル化が進む中で、先進諸
国や諸企業は新しい富を獲得するために海外に進出し、植民地時代よりも手の込んだ巧妙
な「モノ」カルチャー化を進めた。それは未開発国を貧困の悪循環に陥れ、自律的かつ持
続的な発展の機会を奪っているのではないだろうか。
　（2）　BHNによる貧困の定義
　貧困とはどのような状態を指すのか、世界銀行1）、OECD2）、日本国外務省、国際連合
による貧困の定義を見てみよう。
　世界銀行によると、貧困とは「収入も最低限のサービスも足りない状態」とくに「1日
1.25ドル以下で生活している」状態である。また、OECDは『DAC貧困削減ガイドライ
ン』に基づき、「経済的能力、人的能力、保護能力、政治的能力、社会文化的能力が欠如
した状態である」と定義した。日本の外務省もまた DAC報告書に基づき、「ある社会の
基準でみて“reasonable minimum”と想定される物的な福祉水準を達成できない状態を
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指す」とし、「それ以下では生存が脅かされる、様々な財（食糧、衣料、家屋等々）の消
費水準（実質所得水準）」を示す貧困ラインを想定し、この貧困ラインに達しない個人あ
るいは家族を「貧困層」と定義している。国際連合、中でも UNDP3）は「人間貧困指数」
という独自の基準を採用しており、満 40歳未満の死亡率、15歳以上人口の識字率、安全
な水が 1km以内で得られない割合、及び 5歳未満の低体重児の割合からこれを算出し、
人が生活する上でどの程度選択肢が限られているかにより社会状況を指数化し、貧困を定
義している。
　各機関さまざまな定義付けを行っているが、以上に挙げたすべての機関に共通すること
は、貧困を経済的能力、または衣食住や健康、識字率などの Basic Human Needs
（BHN）4）の欠如によって定義していることである。衣食住は、プラス医職住であることを
類推させる。
　（3）　数値から見る貧困
　以上で示したような「貧困」状態下にある人びとは、現在世界でどのくらい存在してい
るのか、具体的な数値で確認してみよう。
　国連人口基金、国連食糧計画などの数値を見ると、世界では 4秒に 1人、貧困や飢餓、
栄養不良が主因で、子どもが死んでいると言われている。世界銀行が示した定義に該当す
る「貧困層」に属する人びとは約 14億人。1981年の 19億人から減少はしているものの、
いまだに多くの人びとが極度の貧困状態のもとで暮らしている。もっとも多いのはインド
で 456万人、ついで中国の 208万人、ナイジェリアの 88万人で、世界の人口約 69億人
（2010年 10月時点）のうち 20％が 1日 1.25ドル以下で生活していることになる。各国一
人当たりの GNI5）を見ると、日本や米国、EU諸国が 1万 1456ドル以上であるのに対し、
サブサハラ・アフリカは平均 952ドル、南アジアは 880ドルと地域によって大きな格差が
ある。
　BHNについては、食糧、保健医療、教育の数値から現状を把握する。まず食糧だが、
世界の下から 2割の貧しい国ぐにのカロリー摂取量は、上から 2割の豊かな国ぐにのカロ
リー摂取量の 3分の 2程度であるという統計がある（イースタリー，2003，p. 17参照）。日本、
米国、EU諸国では栄養不良の人口の割合が 5％未満であるが、サブサハラ・アフリカの
平均は 30％、とくにもっとも高いのはエリトリアの 75％、ついでコンゴ民主共和国の
74％、ブルンジの 66％である。一方で、先進国では多量の食糧が毎日廃棄処分され、ダ
イエット等がブームになる中、他方で、人口の 75％が栄養不足の国がこの地球上で同時
に存在する。
　つぎに保健医療分野では、直感的に理解できる衛生面、保健や医療機関へのアクセス
は、世界各国の平均余命、乳児死亡率、HIV感染率と見事な相関を示す。平均余命をみ
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ると、最長余命国は日本で 82年であるのに対し、最短余命国はモザンビーク、アンゴラ、
シエラレオネで 42年、アフリカ全体の平均は 53年となっている。乳幼児死亡率は先進国
の 2割の国ぐにが 1000人に 4人であるのに対し、最貧国下位 2割の国ぐにでは 200人に
ものぼる。HIVに関しては、感染者・エイズ患者の 60％以上がサブサハラ・アフリカに
住んでおり、治療が必要な感染者で抗レトロウイルス被治療者の割合は 10％以下である。
これらは、医療サービスの充実とも相関関係を持っており、国内の医師数を比較してみて
も、日本では 1000人当たり 2.1人が医師であるのに対し、エチオピア、タンザニア、マ
ラウイ等 0.005人以下の国がサブサハラ・アフリカを中心に多数存在している。
　最後に教育であるが、世界の初等教育修了率は約 63％である。しかし、50％に満たな
い国も多くあり、そのほとんどがサブサハラ・アフリカに集中している。もっとも低い国
は中央アフリカの 24％、ついでチャド、ブルキナファソの 31％である。識字率は日本や
EU諸国がほぼ 100％なのに比べ、もっとも低いマリは 26.2％、ついでブルキナファソ
28.7％、そしてニジェール が 28.7％と、国民の約 3分の 2が文字の読み書きが出来ない状
態である国すら存在する。
　以上に各機関の貧困の定義に沿って貧困の数値を示したが、概して言えることは、貧困
状態の国は南アジア、及びサブサハラ・アフリカに多く存在しており、それらと先進国と
の格差が非常に大きいということである。
表 1　BHN確保状況の世界比較
カテゴリ 内容 worst 1位 2位 3位 best 1位
所得 1日 1.25ドル以下（万人） 456（インド） 208（中国） 88（ナイジェリア）
食糧 栄養不良人口（％） 75（エリトリア） 74（コンゴ） 66（ブルンジ） 5（日本、アメリカ、EU諸国）
保健医療 1000人当たり医師数（人） 0.005以下（エチオピア等） 5.9（キューバ）
余命（年） 42（モザンビーク） 42（アンゴラ） 42（シエラレオネ） 82（日本、香港、スイス）
HIV感染率（％） 26.1（スワジランド） 23.9（ボツワナ） 23.2（レソト）
教育 初等教育修了率（％） 24（中央アフリカ） 31（チャド） 31（ブルキナファソ） 100（日本等）
識字率（％） 26.2（マリ） 28.7（ブルキナファソ） 28.7（ニジェール） 100（日本等）
2.　第三世界の形成と発展
　（1）　第三世界形成の歴史
　第 1節で見たような貧困状態はなぜ生まれたのか。その原因を探るために、先進国と第
三世界という対比の中で、第三世界形成の歴史を概観してみよう。
　端的に述べれば、第三世界の貧困はグローバル化の負の結果である。シーブルック
（2005）によると、グローバル化とは、すべての国を組み込んだ世界経済システムの構築を
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意味する。その歴史は、16世紀～ 19世紀の植民地主義に端を発する。列強諸国は、アフ
リカやアジアの国ぐにをたがいにあらそって植民地化した。宗主国は被植民地国にカカオ
や天然ゴムなどのプランテーションを作り、人びとをそれらの仕事に従事させるかたちで
生産構造をモノカルチャー化し、植民地経済を過度の貿易依存状態6）に置いた。さらに、
その輸出相手国は宗主国一国のみに集中する仕組みであったため、宗主国が価格交渉の上
で優位に立つ構造ができた。宗主国は安価に仕入れた原材料を自国内で加工し、商品化さ
れた工業製品を高い値段で被植民地国に売った。植民地化によって政治的にも従属関係に
あったため、上記のような不均衡な貿易システムが定着した。
　二度の世界大戦後、疲弊した世界経済の回復と安定を目的にブレトン・ウッズ協定7）、
GATT8）が結ばれ、自由貿易が実現した。時期を同じくして被植民地国の中でもアジア諸
国が独立し、政治的には旧宗主国と対等の立場を得るにいたった。しかし、二つの協定で
実現された経済体制は、独立直後で自立した経済基盤が整っていない発展途上国と、旧宗
主国を含む先進諸国との間の格差を拡大させた。
　1950年代、米ソによる東西対立が激化した。米ソは、それぞれの陣営に発展途上国を
取り込むために積極的に経済・軍事援助をおこない、援助国と被援助国という構造ができ
上がった。国家体制が整っていないこともあり、この種の援助は、発展途上国の国内格差
を拡大し、自律的な独自の経済発展の開始を遅らせる結果となった。1940～ 60年にかけ
て起こった「緑の革命」9）も、援助国主導の開発により被援助国の国内格差が拡大した一
例である。
　1960年代にはアフリカ諸国が相ついで独立し、1964年には UNCTAD10）第一回総会を開
いて 77カ国の途上国が結束した。そこで発表された「プレビッシュ報告」11）で、貿易シス
テムの不平等性、自由貿易が発展途上国にとって不利であることを訴えた結果、先進国と
発展途上国との間に対立関係が生じた。先進国の発展は旧被植民地国の犠牲の上に成り立
っていたにも関わらず、先進国が実現してきたような工業発展を目標とする「開発」を押
し付ける北の国ぐにと、それに反発する南の国ぐにの対立も生まれた。
　以上のように、植民地主義時代から冷戦、旧植民地各国の独立を経て、世界の格差が問
題視されるようになると、世界を三つに分類する考え方が生まれた。具体的には、資本主
義陣営の先進諸国を第一世界、社会主義陣営を第二世界、そして発展途上国を第三世界と
した。また、第三世界については変わらないが、第一世界は、資源・技術など豊富な米ソ
「超大国」のみ（ごく最近では、中国が入ってもおかしくないといわれる）とし、第二世
界は、この二超大国を取り巻く先進諸国。資本や技術はある程度あるが資源のない国ぐに
である。米ソの衛星国（サテライト）ともいわれた。そして、かつてこうした国ぐにの植
民地であった新たに独立した国ぐにを第三世界とする区分けも現れた。その際、資本・技
術はないが資源付与国である国ぐにを第三世界、資源・資本・技術が皆無である「発展の
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芽を摘まれた国ぐにを」第四世界とも呼んで、細分化する見方も登場している。いずれに
しても、近年では単に経済発展の程度によって世界を三つに分けるのではなく、そこに存
在する格差や不平等の原因を、今なお残る植民地時代の支配／被支配の関係性かつその上
に成り立つシステムにあるとして、第三世界を捉えている。そのため第三世界について、
経済発展の遅れだけでなく、国際社会のさまざまな場面において周辺に追いやられてお
り、自らの未来を構築することができずにいることが、先進国との関係の中で問題にされ
るようになった。このように、第 1節で記述したような貧困状態が第三世界で慢性化する
一つの原因として、歴史的に固定化された先進国と第三世界の間の構造が挙げられる。
　（2）　第三世界の発展に向けた試み
　前項で記述したように、植民地主義時代から積み上げられた歴史の中で、先進国と第三
世界の格差は拡大した。しかし、第三世界諸国は、構造的に不均衡な貿易システム下にあ
るにもかかわらず、経済的に自立することを迫られ、また独立を果たした後も、この構造
の中で苦しむこととなる。そこで登場したのが、工業化論（近代化論）、資源ナショナリ
ズム、内発的発展論などの政策である。
　1940年以降、第三世界の経済的な発展の遅れは、工業化の遅れと同義とみなされた。
国内の主要産業である第一次産品の生産方法を、機械化、効率化し生産性を高めることが
第一段階であり、いくばくかでも加工して付加価値をつけ、さらに、資本を投下し、「重
工業」部門にも手を付けることで工業化がされる（take-off）というのが、先進国の経験
上の近代化であり、経済発展の唯一の過程であると考えられた。事実、この頃国際社会で
行われていた開発援助は、パブリックセクターへの財政援助や、産業への技術支援が主で
あった。前述した「緑の革命」においても、近代的な技術や品種改良された作物が導入さ
れ、生産性を高めるための農業の近代化が推し進められた。しかし、近代的な農業管理を
実行できるのはすでに集約的農法に慣れた大農のみであり、さらに機械化が進むとそれま
で大農に雇われていた人びとが解雇され、就業先を失い、国内の格差を拡大させた。この
ように工業化は現地の伝統的な社会に適応せず、第三世界の貧困における根本的な解決に
はならなかった。
　1960年代後半になると、第三世界諸国の中で資源ナショナリズムが高まる。これは
1960年に発足した OPEC12）をはじめとする資源輸出国連合が、資源を保有国の発展のた
めに利用し、そのうえで貿易条件の平等性や、資源利用から得られる利益の平等な分配を
実現するために、協力していこうとする動きである。1973年の第 4次中東戦争に際して、
中東産油国を中心に発動された原油の産油制限と価格高騰は、大きな影響を世界に与え
た。しかし、結局のところ、原油価格高騰でもっとも大きな痛手をこうむったのは、先に
述べた第四世界の国ぐにで、国連は、MSAC（Most Seriously Affected Countries）という
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新たな指定を決議して優先的な援助を呼び掛けた。その後、多国籍企業による資源の買占
めや、新興資源国家の出現により、資源ナショナリズムも混迷することとなった。
　1970年代にアジアから提唱された内発的発展論は、工業化や資源ナショナリズムとは
明らかにその性質を異にしていた。というのもそれまでの工業化や資源ナショナリズム
は、先進国と第三世界の対比の中で経済発展を捉えていたのに対し、この内発的発展論は
地域固有の文化や伝統に根ざした独自の発展を、地域住民主導で行おうとするものであっ
た。ある国や地域が、どの発展パターンを選択するかは、その国や地域が持つ歴史的・地
理的条件や伝統によって異なるが、いずれにせよ地域住民がそれを選択し推し進める力が
必要であり、これまでのような経済的成長の一元的重要視に代わって、人間の発展が中心
に置かれ、地域住民の能力育成に対して関心が寄せられることとなった。事実、国際連合
も国連調査訓練機関として UNITAR13）、UNRISD14）、UN-Women15）等の機関を設け、途上
国の政府や外交官、学者や市民団体、及び女性一人ひとりに研修や訓練を行っている。
　以上本節では、第三世界が第三世界化された歴史的経緯と、そこで先進国と第三世界の
間に形成された歪んだ構造を乗り越えようとする第三世界の動きを概観した。ここで注目
したいのは、第三世界が辿ってきた道のりは自発的な選択の結果ではなく、そうせざるを
得なかった結果であること。そして現在もなお、世界の周辺に追いやられ、自由な選択を
できずにいることである。内発的発展論の登場は一つの契機となるだろう。しかし、一つ
の国家が国家として自律的かつ持続可能な発展を遂げるのに必要な力をつけるには、その
構成員である個々人の生活水準の向上、社会変革に参加する能力の向上が必須であり、そ
のための人間開発援助はその成果が表れるのに長い時間がかかると考えられる。
3.　いま何が求められているか
　（1）　平和学的考察
　以上貧困の現状と歴史を見てきたが、私たちは貧困を単に数値など表面的な結果で捉え
るだけでなく、平和学的観点からとらえ、貧困の根本的な性質を探りたい。この節では、
そのために用いる平和学の理論を説明する。
　平和学では戦争などによる直接的暴力のない状況を消極的平和、それに加え構造的暴力
がない状況を積極的平和と呼ぶ。J・ガルトゥング16）は、暴力を「人間の潜在的な身体
的・精神的な能力を、その可能性以下に抑圧するような影響力が作用しているとき、暴力
が存在する」と定義し、さらに、行為主体が特定できる場合を直接的暴力、そうでない場
合を構造的暴力と分類した。すなわち、紛争だけでなく飢餓や貧困によって人びとの生存
が危ぶまれる場合も、社会構造の中に暴力が存在しているという視点を提供したのだ。こ
れは第三世界における貧困を南北問題という視点から考察する時にも、適用できる。前述
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の「プレビッシュ報告」において報告されたプレビッシュ＝シンガー命題によれば、第一
次産品の輸出国である途上国の交易条件は、工業製品の輸出国である先進国に対して長期
的に悪化する構造をもつと主張した。事実、2節 1項でも記述したように第三世界は先進
国に対する経済的発展の遅れから、世界の意思決定場面で先進国と同様の力を持つことが
できず、植民地支配の歴史を引き継ぐ形で不均衡な世界貿易システムに組み込まれ、国内
のモノカルチャー経済の変革ができない状況にある。プレビッシュはこの状況を、歴史的
にみて技術進歩の波及は不均衡であり、これが世界経済を工業中心国と第一次産品の生産
に従事する周辺国とに分割することに貢献し、その結果両地域間の所得の成長に差が生ま
れることになったと説明した（絵所，1991）。グローバル化による技術革新の広がりは途上
国の経済発展に貢献するという見方もあったが、事実は現在も不均衡な貿易システムの中
で言わば先進国からの搾取に苦しむ第三世界諸国が存在するのである。
　つぎに、アマルティア・セン17）が提唱した潜在能力アプローチについて述べる。この議
論は開発の意味を財とサービスの充足に押しとどめてきた財志向のアプローチから、個々
人の「生活の質」あるいは「福祉＝よく生きること」の意味を問う人間志向アプローチへ
と転換する試みであった。絵所（1991）によれば、具体的に、「個々人に与えられた権原」
と「個々人に与えられた潜在的な能力（capability）」という独自の基礎的な概念を設定
し、その欠如もまた貧困であると定義づけた。「個々人に与えられた権原」とは、ある人
が消費を選択することができる“財”の集まりのことであり、天与の資質と交換によって
獲得できるものの二種類である。「個々人に与えられた潜在的な能力」とは、ある人が経
済的、社会的、および個人の資質の下で達成することのできる、さまざまな『であるこ
と』『すること』を代表する一連の選択的な“機能”の集まりである。“財”と“利用関
数”の積が“機能”であると説明し、貧困とは最低限度の“財”を手に入れられない、つ
まり権原の剥奪が行われている状態であり、その結果潜在能力が欠如している状態である
とした。ちなみに、センの導いた方程式は、財＊利用関数＝機能（機能の方程式）、機能
＊ n＝潜在能力（潜在能力の方程式）である。
 ＝機能財
利用
関数
×
図 1　“機能”の方程式
 ＝潜在能力n機能 ×
図 2　“潜在能力”の方程式
　もちろん、それぞれの国によってさまざまな潜在能力欠如の形態を持つので、たとえば
政治的な要因によって個々人の潜在能力が欠如している国もあれば、原因が自然災害にあ
る国もあるかもしれない。しかし、いずれにせよ、このアプローチに基づく開発によって
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個々人の潜在能力を拡大させることは、個々人ひいては第三世界諸国が自律的かつ持続的
な発展を遂げる上で必要不可欠な要素であり、逆に言えばこの潜在能力の欠如が第三世界
の貧困を慢性化させる一つの要因であると考える。
　（2）　どのような社会を構築すべきか
　ここまで貧困やそれを取り巻く世界の取組について述べたが、では貧困のない状態とは
どういう状態であるのか。貧困解決の策を考える上で、目指すべき社会の状態を考察す
る。
　第一に、BHNが満たされていることが必須である。生きていくのに最低限必要な衣食
住と収入が安定的に確保でき、さらに適切な医療や、教育、さまざまな社会福祉を享受で
きる状態のことである。1節 2項でみたように、多くの機関が貧困の定義の中で BHNを
満たすことを重視していることからも、物質的貧困状態、とくに絶対的な貧困を改善する
ことが最重要課題であると考える。
　21世紀に入り、これまで経済発展を目標としていた「開発」の推進が逆に貧困を増加
させてしまったことなどへの反省から、世界の公的機関では「開発」ではなく「貧困根
絶」を目指す動きにシフトした（佐藤，2005，p. 121を参照）。国連の第 4次まで続いた「開
発の十年」が事実上「貧困根絶のための十年」（UNDEP）に変わったこともその一つの
例である。また、2000年 9月の国連ミレニアム・サミットにおいて 21世紀の国連の明確
な方向性として提唱されたMDGs18）も貧困根絶へ向けた一つの動きと言える。この
MDGsは 2015年までに達成すべき 8つの目標であり、その内容は所得改善や教育の普及
など、大部分が BHNの確保を目標とするもので、現在多様なアクターがMDGsを達成
すべく取り組んでいる。
　しかし、それだけでは貧困の解決とは言えない。なぜなら BHNが満たされている状態
を継続していくことが、貧困の根本的な解決になると考えるからである。よって第二に、
個々人の潜在能力が発揮でき、ひいてはその拡大が可能な環境を作りだすことが求められ
る。貧困であるがゆえに新たな投資をする自由や能力がない、ゆえに貧困から脱出できな
いという悪循環を断ち切り、自らの生活向上のために自由に選択し投資できる能力の育成
と、そのような個々人の行動を受け入れることができる社会にしなければならない。
　1節 1項で記述したように、タンザニアのムアンザでは、主要産業をナイルパーチとい
う高級魚の漁労と加工業が占め、製品はすべてヨーロッパを中心とする先進諸国へ輸出さ
れる。人びとのほとんどがこの産業に従事するが、不均衡な貿易システムの下で、ナイル
パーチが安価で取引されるために、工場労働者、漁業従事者の収入は極めて低い。ほとん
どすべてのナイルパーチを輸出してしまうため、その日自分たちが十分に食べる分も確保
できず、また、たとえ国内に物資があったとしても、低賃金ゆえに消費行動ができないの
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で、ますます国内市場は縮小する。すると国内で商業を営む者も需要の低下により経営が
困難になり、主要産業の漁労へと仕事を変える。ここに貧困を慢性化、深刻化させる悪循
環が見て取れる。この原因を国家単位で考えた時、国際社会の不均衡な貿易システムが、
構造的な暴力となって第三世界の権原を剥奪していると考えられる。プレビッシュ＝シン
ガー命題によれば、第一次産品の輸出国である途上国の交易条件は、工業製品の輸出国で
ある先進国に対して長期的に悪化する構造をもつが、この命題が提唱された 1960年代か
ら状況はあまり改善されていない。
　このようにして、第三世界では貧困の悪循環が形成され、さらには親から子へとその貧
困状態が受け継がれる。負の連鎖の定着にほかならない。いや、事態はむしろもっと悪
く、悪化するスパイラルの形成といっても過言ではあるまい。
　ここで注目すべき点は、人びとが今の生活を選択するしかない状況にあるという事実で
ある。慢性的な貧困の中で、新しい産業に着手するための資本を蓄積することはできず、
そもそも教育を受けていない彼らにはそのノウハウもない。生きていくためには日々の生
活を続けることが最優先であり、そこでは子どもも労働力として扱われるため、新しい人
材が育つことも期待できない。要するに潜在能力を引き出す仕組みが欠如している状態で
あり、そこからは脱貧困つまり自律的かつ持続可能な発展は望めない。よって、不均衡な
貿易システムを排除し、第三世界諸国の自由な選択と独自の発展が可能な社会を作り出さ
なくてはならないと考える。
　（3）　いま何に着手すべきか
　これまでも述べてきたように、第三世界の貧困解決を考察する上で重要だと思われる点
が三つある。第一は、社会に存在する構造的な暴力を是正することである。第二は、その
ような社会の中で、個々人の潜在的な能力を発揮・拡大・伸長する場を設けることであ
る。第三は、そうした潜在的能力を活かす場の設定が必要である。ここで、この三つの点
から、第三世界の貧困をなくすために今国際社会が着手すべきことを考察してみよう。
　一点目の社会に存在する構造的暴力とは、本論文のコンテクストにおいては、国際社会
の不均衡な貿易システムを指す。前述した通り、第三世界諸国は歴史的に長期的には悪化
する不平等な条件のもとで先進国と貿易を行い、そこから自らの経済発展の基盤を構築し
えずにいた。一方「アジアの奇跡」と呼ばれるほどに急激な経済発展を成し遂げたアジア
諸国は、成功要因の一つとして“アジアの文化や思考に適した独自の発展”を実現したこ
とを挙げている。筆者たちは、むろん、このことを以て、アジアの内発的発展というわけ
ではない。しかし、この主張を逆の視点から支持するかのように、第三世界における先進
国を模倣する形での工業化は、伝統的な社会に適応することができず、多くが失敗に終わ
ったのも事実である。一次産品の価格固定策も一定の成果は見せたものの、第三世界特有
 159第三世界の貧困と構造的暴力
の産業構造が原因で多国籍企業に大きな影響をうけることとなり、理想である独自で決定
した価格での貿易が完全に実現したわけではない。しかし、この動きには期待できる部分
もある。そもそも、モノカルチャー経済の弱みは、その産品の輸出が国の経済を背おって
いるため、どんなに安価な価格でも輸出するしかないことと、多様な産業に着手する先進
国にとってはその貿易がたとえ滞ってもそれほど大きな衝撃が無いことで、先進国との間
に対等な関係を持てないことにある。そこで、たとえば、石油の価格を固定化するために
OPECなどの協力機構を形成しても、それを一手に相手にできる国家や多国籍企業が現れ
た時に、同じような抑圧構造の中に引き戻されてしまう可能性がある。しかし、工業化さ
れた先進国にとってその原料となる第一次産品は絶対的に必要であり、たとえば食品や燃
料など多分野における第一次産品を、協力体制にある国家群から輸入しなければならない
としたら、その交易条件は輸出側の意思が尊重され得るのではないかと考える。つまり、
これまでの資源ナショナリズムに基づく協力体制は同じ産業を主とする国家間にとどまっ
ていたが、異なる分野における産業を主とする国家同士が第一次産品群を網羅する形で協
力体制を築くことで、先進国と第三世界の間に立ちはだかる不均衡な貿易システムが是正
されると考える。
　二点目に、自己の潜在的能力の発揮、および能力の拡大のためには、まず人びとが自律
的かつ持続可能な発展を成し遂げる力を養うことが必要である。つまり、社会の構成員ひ
とりひとりが発展や改革に必要な力を付ける、エンパワーメントが重要である。現在この
エンパワーメントには非常に注目が集まっており、抜本的な貧困削減につながるのではな
いかと期待されている。
　しかし、現在実際に国連や NGO等その他の機関によって行われているエンパワーメン
トは、具体的に教育、研修などにより能力をつけることのみにとどまっていることが多
い。3節 1項で記述した潜在能力アプローチで考察すると、このエンパワーメントによっ
て得られるものは“財”である。そのため、十分な機能を得て潜在能力を拡大するには
“利用関数”が必要であり、それはこの場合習得した能力や技術を利用する機会であると
考える。前述のように、第三世界は第一次産品の貿易が GDPの大半を占めている。第三
世界の人びとが第一次産品の有効な活用法や、生産性の向上などをエンパワーメントで習
得した場合、その財を生かすためには、新たな輸出先や国内市場などの利用関数が必要で
はないだろうか。それが三点目につながる。
　その中でも私たちは国内市場において利用関数を増やすことに注目したい。生産した第
一次産品すべてを輸出することで、自らの食糧分さえも得られないという状況が蔓延して
いた。それを打開するには、生産性の向上および輸出以外の選択肢の創造が必要であり、
それが国内市場であれば過度の貿易依存性を脱しうるし、先進諸国に左右されない独自の
発展をとげられるのではないか。今までの貧困の悪循環を、国内市場という選択肢を設け
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ることで好循環に変えていけるのではないかと考える。もちろん、国内市場というのは第
一次産品生産者が新たな技術を得、それを“財”とした場合に“利用関数”になりうる一
つの選択肢に過ぎない。“財”がどのようなものであっても選択肢の幅を広げ個々人の潜
在能力を拡大していくことこそが重要であり、そのためには現在行われているエンパワー
メントに加え、能力や技術を発揮する場を増やしていくことが貧困削減の今後の課題であ
ると考える。
おわりに
　第三世界には確実に貧困が存在している。しかし、GDPなどの数値で表れる貧しさだ
けで貧困を捉えるのは、危険である。第三世界がどのように形成され、そこになぜ貧困が
蔓延したのかを紐解いていくと、そこには一国では解決し得ない大きな国際社会の歪みが
存在していることに気づく。それは先進国と第三世界の関係の中で、長い歴史をかけて作
られたものであり、先進国の発展の陰で生まれた貧困や格差については、国際社会が一様
に当事者として取り組むべきである。要するに第三世界に存在する貧困は、第三世界の問
題ではなく世界全体の関係の問題として扱われるべきであろう。
　人は同じ生物種として生まれながら、生まれた国や地域によって生き方が全く異なる。
私たち日本人は平均で 80歳まで生き、人生の中でどのような学問を学び、何の仕事をす
るかを自由に選択し、さらにありとあらゆる娯楽の中から趣味を見出すことができる。そ
こに何の疑問も持たず、世界で貧困に悩んでいる人のことを客観視する。では、同じ生物
種なのに平均で 40歳までしか生きられない地域の人びとが存在するのであれば、それは
私たちがその人たちの分まで長くそして豊かに生き過ぎてしまっているからではないか、
と考えてみる。もちろん私たちが意図したことではないが、事実日本では毎日大量の残飯
が捨てられているのに対し、わずかな食料しか食べられない人びともいるのである。貧困
を加害者の見えない構造的な暴力であると捉えた時、貧困者を抑圧する暴力を取り除くの
は、一方で十分に富や可能性を与えられた先進国の義務である。
注
 1）　国際復興開発銀行および国際開発協会の二つの機関の総称として用いられている。第二次世界大
戦で荒廃した諸国の経済の復興と開発を促進する目的で 1945年に設立された。1946年から業務が開
始され、日本は 1952年に加盟し、2002年 8月時点では 184カ国が加盟国となっている。
 2）　経済協力開発機構。1960年 12月 14日に調印された OECD条約に基づき、1961年 9月 30日に発
足した国際機構。OECDの目的は、第一に経済成長の達成、第二に発展途上国への援助、第三に多
角的な自由貿易の拡大である。日本は 1964年に加盟し、現在は 30カ国からなる。
 3）　国連開発計画。1966年に技術援助拡大計画と特別基金という二つの国連機関の統合により設立さ
れた。経済社会理事会の下部機関として、国連の開発協力活動の実施機関である国連食糧農業機関、
 161第三世界の貧困と構造的暴力
国連工業開発機関、国連労働期間など国連専門機関に対する資金供給と各機関の技術協力の調整をそ
の基本的機能としている。
 4）　基本的人間ニーズ。衣食住や保健、教育、文化、雇用など、人間としての生活に最低限必要とさ
れるもの。1977年、OECDの DAC（開発援助委員会）上級会議は、「経済成長と BHN対応のための
開発協力に関する宣言」を出し、BHNを援助のガイドラインとしていくことを示した。
 5）　国民総所得。国内総生産に「海外からの所得の純受取」を加えたもので、国民総生産と基本的に
同じものである。
 6）　経済活動のほとんどを貿易が占めているような国家のこと。モノカルチャー化された第三世界は、
その産業の輸出が国家の経済活動を大きく作用するため、輸出相手国はもちろん世界の経済状況や、
国内の気候など様々な要件が一つでも悪化すると、国内の経済が崩れる危険性が高い。
 7）　1944年 7月、自由貿易主義に基づく国際経済協力機構の設立を企図するアメリカの主導のもと
に、連合国 44カ国の代表がアメリカのニューハンブシャー州ブレトンウッズに参集、連合国通貨基
金会議を開催し、国連通貨基金（IMF）協定および国際復興開発銀行協定に署名した。
 8）　関税・貿易一般協定。「自由・無差別・多角主義」を原則とする貿易秩序の実現を基本理念とする
多国間条約。
 9）　開発途上国、とくにアジアにおけるコメの高収量品種の開発、導入がもたらした著しい成果を指
す。しかし、近代的管理を実行できるのはすでに集約的農法に慣れた大農のみであり、それゆえ、た
とえば、インドでは全農家の二割に満たない上層農家をますます富ませ、格差を生んだ。
10）　国連貿易開発会議。1964年 3月にジュネーブで第一回会議が開催され、同年秋の国連総会決議に
より、総会の一機関として常設された。発展途上国の経済発展増進のための国際貿易の拡大を中心
に、経済開発関連問題に関する原則と政策を策定する目的で結成された。
11）　1964年の第一回 UNCTAD総会で会議の事務局長に任命されたアルゼンチンの経済学者であるプ
レビッシュが「開発のための新しい貿易政策を求めて」と題した基調報告書を提出した。
12）　石油輸出国機構。1960年 9月に設立した政府間機構で、その名が示す通り石油という第一次産品
の輸出にその国家収入のほとんどを依存している産油国のカルテル的な協議機関である。
13）　国連訓練調査研究所。
14）　国連社会開発研究所。
15）　ジェンダー平等と女性のエンパワーメントのための国連機関。
16）　ノルウェーの社会学・数学者。1950年代にすでに若くして平和研究の分野を切り開いた先駆者と
して知られる。南北問題を平和研究と結び付け、「構造的暴力」理論を提起。
17）　インド出身の経済学者。開発には経済理論を越えた総合的なアプローチが必要であるとして倫理
的次元を強調。1981年『貧困と飢餓』（Poverty and Famines, 1981）1998年ノーベル経済学賞受賞。
18）　2000年 9月の国連ミレニアム・サミットにおいて 21世紀の国連の明確な方向性として提唱され
たミレニアム開発目標（MDGs）も貧困根絶へ向けた一つの動きと言える。このMDGsは 2015年ま
でに達成すべき 8つの目標であり、その内容は、1.極度の貧困と飢餓の撲滅、2.初等教育の完全普及
の達成、3.ジェンダー平等推進と女性の地位向上、4.乳幼児死亡率の削減、5.妊産婦の健康の改善、
6. HIV/エイズ・マラリアおよびその他の疾病の蔓延の防止、7.環境の持続可能性確保、8.開発のた
めのグローバルなパートナーシップの推進である。
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